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新型コロナウイルス感染症が企業に及ぼす影響に関する緊急調査（結果）
調査対象：福岡商工会議所の会員企業 2,051社を任意抽出 期間：令和２年４月６日（月）～10日（金） 回答数：628社 回答率：30.6％

（１）新型コロナウイルス感染症の拡大による経営への影響

 経営への影響について、約９割の企業が「マイナスの影

響がある（今後の可能性を含む）」と回答。前回調査時

点（約８割）から＋15.0ポイント増加した。新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響は、企業規模を問わず、全業種に

広がっている。

 企業規模別にみると、「すでにマイナスの影響が出ている

」と回答した割合は、中小企業（55.0％）、大企業（62.1％

）ともに、前回調査時点よりも増加。

 業種別にみると、「すでにマイナスの影響が出ている」と

回答した割合は、６業種中、運輸・倉庫業（74.4％）が最

も多い。また、サービス業の中でもホテル・旅館・飲食業

に注目すると、約９割（96.9％）におよんでいる。

１．新型コロナウイルス感染症の拡大による経営への影響について
２．具体的なマイナスの影響（懸念を含む）について（複数回答）

全体

建設業

小売業

運輸・倉庫業

※本調査での大企業とは、中小企業基本法に定める中小企業の基準を
上回る規模のもの。
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全業種 (n=628)

※円グラフの外側が今回調査(4月)、内側が前回調査(2月)

マイナスの影響がある
（今後の可能性を含む）
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サービス業

中小企業 大企業
前回
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今回

（n=599）
前回

（n=39）
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（n=29）

すでにマイナスの
影響が出ている

31.4％
55.0％
（+23.6）

46.2%
62.1％
（+15.9）

現在のところマイナスの
影響は出ていないが、
今後生じる可能性がある
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64.2%

29.6%

39.2%

33.0%

26.4%

16.7%

18.5%

13.7%

14.1%

5.4%

4.6%

2.8%

2.0%

6.0%

84.3%

44.6%

38.2%

36.7%

24.6%

15.7%

13.2%

10.6%

8.7%

4.7%

4.2%

2.3%

1.5%

3.9%

売上の減少

国内取引先からの受注減少

取引や商談、イベント出展などの延期、中止等

従業員や顧客の感染防止対策等に伴うコスト増

日本人の外出控えによる減少

企業業績の悪化や、為替や株価の変動に伴う消費者心理の冷え込み

インバウンド（訪日外国人観光客）の減少

サプライチェーンへの打撃による納期遅れ

取引先の生産拠点、仕入れ先の変更などに伴う調達コストの上昇

自社の生産拠点、仕入れ先変更などに伴う調達コストの上昇

自社の輸入の減少や停滞

自社の輸出の減少や停滞

海外事業所（工場含む）の一時閉鎖

その他

前回(n=503)

今回(n=597)

３．売上への影響について

減少

売上実績 2020年3月期と2019年3月期の比較（n=628）

増加⾒込み 2.7%

売上への影響なし
7.3%

現時点で不明
26.3%

無回答 1.1%

62.6%

対比80％以上減少

対比60〜80％減少

対比40〜60％減少

対比20〜40％減少

対比20％未満減少

減少見込み

売上⾒込み 2020年4〜6月期と2019年4〜6月期の比較（n=628）

 具体的なマイナスの影響について

は、前回同様「売上の減少（84.3％

）」が最も多く、前回調査時点から

＋20.1ポイント増加。

 次いで割合の高い「国内取引先か

らの受注減少（44.6％）」は、前回

調査時点から＋15.0ポイント増加し

ており、国内の経済活動が萎縮し

ていることが伺える。

 売上への影響については、2020年

３月期の売上実績が、前年同月（

2019年３月期）と比べて「減少した」

と回答した企業が約５割。

 今後の売上見込み（2020年４〜６

月期）についても、約６割の企業が

「減少見込み」と回答しており、売

上状況はさらに悪化する見通し。
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福岡商工会議所・福岡市 共同調査

現在のところマイナスの
影響は出ていないが、

今後生じる可能性がある すでにマイナスの
影響が出ている

5.1%
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17.3%

28.1%

44.9%

「減少」(n=330)の内訳

8.9%
9.6%
19.3%

28.8%

33.4%

「減少⾒込み」(n=393)の内訳
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全業種（n=597）

中小企業（n=568）

大企業（n=29）

 企業規模の大小を問わず、すべての業種において、マイナスの影響が生じており、前回調査時よりもその影響
は拡大している。

 マイナスの影響の内容は、「売上の減少」が最多で、2020年３月期と前年同月（2019年３月期）の売上実績を比
較すると、約５割の企業が「減少」と回答している。今後の売上見込み（2020年４〜６月期）は、約６割の企業が「
減少見込み」と回答しており、状況はさらに悪化する見通し。

 経営上の対策として、「金融機関への資金相談」を行っている企業が最も多い。大企業では時差出勤やテレワ
ーク導入など「勤務体制の見直し」を図る企業が多かった。

 国や自治体へ期待することとしては、「迅速かつ正確な情報提供」を求める声が最も多かった。また、入手困難
となっているマスクや消毒液などの供給への対策、各種支援策（雇用に関する助成金や融資実行、給付金など
）の要件緩和や手続きの迅速化を求める声が多く聞かれた。

 福岡市および福岡商工会議所としては、寄せられた事業者の声を踏まえ、各種支援策を迅速かつ正確でわか
りやすく情報提供するため、関係機関と連携した共同相談窓口をさらに拡充し、国、県、市や公的機関の支援
策について、個別の事業者のニーズに応じて総合的に情報提供していく。

ま と め

 マイナスの影響に対する経営上の対策について、「金融機関への資金相談（45.1％）」が最も多く、次いで「

勤務体制の見直し（41.2％）」「人員体制の見直し（37.7％）」という回答が多かった。その他、「会議・出張の中

止」「EC の販売比重強化」といった声も聞かれた。

 企業規模別にみると、大企業では時差出勤やテレワーク導入などの「勤務体制の見直し」を図る企業が多か

った。

４．マイナスの影響に対する経営上の対策（検討中含む）について（複数回答） （２）新型コロナウイルス対策に関する、国や自治体への要望（複数回答）
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77.9%

56.1%

44.7%

42.2%

35.0%

20.5%

18.9%

14.8%

7.6%

4.1%

迅速かつ正確で分かりやすい情報の提供

マスク・消毒薬などの備蓄品に対する助成金の創設など、

感染予防に対する支援策の拡充

雇用に関する助成金の要件緩和や手続きの迅速化

金融機関による機動的な貸出し及び融資実行の迅速化

事業・店舗運営の継続に向けた、大胆な給付金制度の創設

オンライン会議、テレワーク導入に関する助成金の拡充

相談機能の拡充（相談員の増員、迅速化等）

風評被害拡大防止のための対策

売上確保のための代替サービス（ECサイト、宅配、通販、

テイクアウト等）の構築や運用に係る経費の助成

その他

全体 (n=628)

 国や自治体への要望について、多い順に「迅速かつ正確な情報提供（77.9％）」「感染予防に対する支援策の拡充（

56.1％）」となった。

 また、雇用に関する助成金や事業継続に向けた融資実行、給付金などについて要件緩和や手続きの迅速化を求める

声が多く聞かれた。

※本調査での大企業とは、中小企業基本法に
定める中小企業の基準を上回る規模のもの。

【対策内容（主なコメント）】

資金確保 ・経営安定化特別資金への申込 ・積立保険の解約 ・経費削減 ・納税について相談

感染防止 ・臨時休業とし、従業員の安全を確保 ・会議、出張の中止、縮小 ・通勤手段の変更

売上確保 ・ECによる商品販売の比重を高める ・取引先の確保

その他 ・取引先の動きを見ながら対応を検討する ・対策のしようがない

【企業の声（一部抜粋）】

• 金融支援体制や雇用調整助成金など支援体制の明確化と迅速化をお願いしたい。（小売業：食料品）

• 売上の増減に関係なく、外出自粛・規制に対して従業員が出勤しない、休ませる場合の助成金支給をしてほしい。（建

設業：電気・管工事）

• 消費税や事業税などの納税、社会保険料納付の猶予を行ってほしい。（サービス業：情報処理サービス）

• 大幅な減収が見込まれるため、雇用調整助成金のほかにも売り上げの減少に対する補償・助成をお願いしたい。（サー

ビス業：ホテル・旅館・飲食業）

• テレワーク導入時の設備や環境整備に対する助成金・補助金を早急に行ってほしい。（卸売業：繊維製品）

• 新型コロナウイルスに関する融資や給付金などの施策は、状況に応じて内容が変わることがあると思うが、既に申し込ん

だものについても、最新の条件が適用されるようにしてほしい。（小売業）


